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報告第２号 

 

平成２６年度倉吉市健全化判断比率及び平成２６年度倉吉市資金不足比率について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定によ

り健全化判断比率を、同法第２２条第１項の規定により資金不足比率を本市議会に報告する。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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報告第３号 

 

議会の委任による専決処分について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分をし

たので、同法同条第２項の規定により、これを本市議会に報告する。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 

3



専決第４号 

 

専決処分書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、平成２７年５月１３日市

議会の議決を経た成徳小学校仮設校舎建設（建築主体）工事に係る「工事請負契約の締結について」

（平成２７年議案第５１号）の一部を変更することについて、次のとおり専決処分する。 

 

平成２７年７月１５日 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 

 

「工事請負契約の締結について」の 

 

５ 契約金額 

「１６０，０５６，０００円」を 

「１６０，９８４，８００円」に改める。 
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報告第４号 
 

議会の委任による専決処分について 
 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分をし

たので、同法同条第２項の規定により、これを本市議会に報告する。 
 

平成２７年８月３１日提出 
 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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専決第５号 
 

専決処分書 
 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、損害賠償の額の決定につ

いて、次のとおり専決処分する。 
 

平成２７年７月１７日 
 

倉吉市長 石田 耕太郎 
 
 
１ 損害賠償額 ２７０，３３５円 
２ 相手方 倉吉市 個人 
３ 事故の概要 
(１) 事故発生年月日 平成２７年６月１３日 

(２) 事故発生場所 倉吉市国分寺 倉吉市立社保育園前駐車場 

(３) 事故状況  市職員及び保護者が社保育園敷地内及びその周辺を奉仕作業中、草刈

機により小石が飛散し、社保育園横駐車場に駐車中の相手方車両に当た

ったため、バックドアガラス等が破損し、相手方の車両に損害を与えた。 
４ 事故処理方法 示談による処理 
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議案第６７号 

 

倉吉市個人情報保護条例の一部改正について 

 

 

次のとおり倉吉市個人情報保護条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

 倉吉市個人情報保護条例（平成17年倉吉市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という。）に対応する同表の改正

後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動後号」という。）が存在する場合には、当該移動号を

当該移動後号とし、移動後号に対応する移動号が存在しない場合には、当該移動後号（以下「追加号」と

いう。）を加える。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する

同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び追加号を除く。以下「改正後部分」という。）が

存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない

場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分

を加える。 

 

改正後 改正前 

  

目次 目次 

第１章 総則（第１条―第５条） 第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 実施機関における個人情報の取扱い（第

６条―第13条） 

第２章 実施機関における個人情報の取扱い（第

６条―第13条） 

第３章 開示、訂正及び利用停止 第３章 開示、訂正及び利用停止 

第１節 開示（第14条―第25条） 第１節 開示（第14条―第25条） 

第２節 訂正（第26条―第31条の２） 第２節 訂正（第26条―第31条） 

第３節 利用停止（第32条―第36条） 第３節 利用停止（第32条―第36条） 

第４節 不服申立て（第37条―第39条） 第４節 不服申立て（第37条―第39条） 

第４章 雑則（第40条―第44条） 第４章 雑則（第40条―第44条） 

第５章 罰則（第45条―第48条） 第５章 罰則（第45条―第48条） 

附則 附則 

  

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略 

(３) 特定個人情報 行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成25年法律第27号。以下「番号法」とい

う。）第２条第８項に規定する特定個人情報を

いう。 

 

(４) 略 (３) 略 

(５) 保有特定個人情報 実施機関の職員が職務

上作成し、又は取得した特定個人情報であっ

て、当該実施機関の職員が組織的に利用するも

のとして、当該実施機関が保有しているものを

いう。ただし、公文書に記録されているものに

限る。 

 

(６) 情報提供等記録 番号法第23条第１項及び

第２項の規定による記録に記録された特定個人

情報をいう。 

 

(７) 略 (４) 略 

(８) 略 (５) 略 
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(９) 略 (６) 略 

  

（収集の制限） （収集の制限） 

第６条 実施機関は、個人情報を収集するときは、

その利用の目的（以下「利用目的」という。）を

明確にし、当該利用目的を達成するために必要な

範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなけれ

ばならない。 

第６条 実施機関は、個人情報を収集するときは、

その収集目的を明確にし、当該目的を達成するた

めに必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により

行わなければならない。 

２ 実施機関は、個人情報を収集するときは、本人

からこれを収集しなければならない。ただし、次

の各号のいずれかに該当するときは、この限りで

ない。 

２ 実施機関は、個人情報を収集するときは、本人

からこれを収集しなければならない。ただし、次

の各号のいずれかに該当するときは、この限りで

ない。 

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略 

(６) 他の実施機関、国、独立行政法人等、他の

地方公共団体又は地方独立行政法人から収集す

る場合で、事務の遂行上やむを得ず、かつ、本

人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと

認められるとき。 

(６) 他の実施機関、国、独立行政法人等、他の

地方公共団体又は地方独立行政法人から取得す

る場合で、事務の遂行上やむを得ず、かつ、本

人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと

認められるとき。 

(７)及び(８) 略 (７)及び(８) 略 

３ 略 ３ 略 

  

（利用及び提供の制限） （利用及び提供の制限） 

第７条 実施機関は、保有個人情報（保有特定個人

情報を除く。以下この条において同じ。）を利用

目的以外の目的のために自ら利用し、又は当該実

施機関以外のものに提供（以下「目的外利用等」

という。）してはならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当するときは、この限りでない。 

第７条 実施機関は、保有個人情報を利用目的以外

の目的のために利用し、又は当該実施機関以外の

ものに提供（以下「目的外利用等」という。）し

てはならない。ただし、次の各号のいずれかに該

当するときは、この限りでない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 本人の同意があるとき又は本人に提供する

とき。 

(２) 本人の同意があるとき、又は本人に提供す

るとき。 

(３)～(７) 略 (３)～(７) 略 

  

（保有特定個人情報の利用の制限）  

第７条の２ 実施機関は、利用目的以外の目的のた

めに保有特定個人情報を自ら利用してはならな

い。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、個人の

生命、身体又は財産の安全を守るために必要があ

る場合であって、本人の同意があり、又は本人の

同意を得ることが困難であるときは、利用目的以

外の目的に保有特定個人情報（情報提供等記録を

除く。）を自ら利用することができる。 

 

  

（特定個人情報の提供の制限）  

第７条の３ 実施機関は、番号法第19条各号のいず

れかに該当する場合を除き、特定個人情報を提供

してはならない。 

 

  

（個人情報ファイルの保有等に関する届出） （個人情報ファイルの保有等に関する届出） 

第13条 実施機関は、新たに個人情報ファイルを保第13条 実施機関は、新たに個人情報ファイルを保
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有しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事

項を市長に届け出なければならない。届け出た事

項を変更しようとするときも同様とする。 

有しようとするときは、あらかじめ次の事項を市

長に届け出なければならない。届け出た事項を変

更しようとするときも同様とする。 

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略 

(７) その他実施機関が定める事項 (７) その他規則で定める事項 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルに

ついては適用しない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルに

ついては適用しない。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

(５) 本人の数が実施機関が定める数に満たない

個人情報ファイル 

(５) 本人の数が規則で定める数に満たない個人

情報ファイル 

３及び４ 略 ３及び４ 略 

  

（開示請求） （開示請求） 

第14条 略  第14条 略  

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人（保有

特定個人情報にあっては、未成年者若しくは被後

見人の法定代理人又は本人の委任による代理人。

以下この節から第３節までにおいて同じ。）は、

本人に代わって前項の規定による開示請求をする

ことができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本

人に代わって前項の規定による開示請求をするこ

とができる。 

  

（開示請求の手続） （開示請求の手続） 

第15条 開示請求をしようとする者は、次に掲げる

事項を記載した書面（以下「開示請求書」とい

う。）を実施機関に提出しなければならない。 

第15条 開示請求をしようとする者は、次に掲げる

事項を記載した書面（以下「開示請求書」とい

う。）を実施機関に提出しなければならない。 

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略 

(３) その他実施機関が定める事項 (３) その他規則で定める事項 

２ 開示請求をしようとする者は、実施機関が定め

るところにより、開示請求に係る保有個人情報の

本人であること（前条第２項の規定による開示請

求にあっては、開示請求に係る保有個人情報の本

人の法定代理人であること）を証明するために必

要な書類を実施機関に提示し、又は提出しなけれ

ばならない。 

２ 開示請求をしようとする者は、規則で定めると

ころにより、開示請求に係る保有個人情報の本人

であること（前条第２項の規定による開示請求に

あっては、開示請求に係る保有個人情報の本人の

法定代理人であること）を証明するために必要な

書類を実施機関に提示し、又は提出しなければな

らない。 

３ 略 ３ 略 

  

（保有個人情報の開示義務） （保有個人情報の開示義務） 

第16条 実施機関は、開示請求があったときは、開

示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情

報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが

含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当

該保有個人情報を開示しなければならない。 

第16条 実施機関は、開示請求があったときは、開

示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情

報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが

含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当

該保有個人情報を開示しなければならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 開示請求者（未成年者又は成年被後見人の

法定代理人が本人に代わって開示請求する場合

にあっては、当該本人をいう。次号及び次条第

２項並びに第23条第１項において同じ。）以外

の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事

業に関する情報を除く。）であって、当該情報

に含まれる氏名、生年月日その他の記述等によ

り開示請求者以外の特定の個人が識別され若し

(２) 開示請求者（未成年者又は、成年被後見人

の法定代理人が本人に代わって開示請求する場

合にあっては、当該本人をいう。次号及び次条

第２項並びに第23条第１項において同じ。）以

外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該

事業に関する情報を除く。）であって、当該情

報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より開示請求者以外の特定の個人が識別され若
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くは識別され得るもの又は特定の個人を識別す

ることはできないが、開示することにより、な

お個人の権利利益を侵害するおそれがあるも

の。ただし、次に掲げる情報を除く。 

しくは識別され得るもの又は特定の個人を識別

することはできないが、開示することにより、

なお個人の権利利益を侵害するおそれがあるも

の。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

(３)～(６) 略 (３)～(６) 略 

  

（開示請求に対する措置） （開示請求に対する措置） 

第20条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報

の全部又は一部を開示するときは、その旨の決定

をし、開示請求者に対し、その旨及び実施機関が

定める事項を書面により通知しなければならな

い。 

第20条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報

の全部又は一部を開示するときは、その旨の決定

をし、開示請求者に対し、その旨及び規則で定め

る事項を書面により通知しなければならない。 

２ 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報の全

部を開示しないとき（第15条第３項の補正が正当

な理由なく行われないとき、前条の規定により開

示請求を拒否するとき及び開示請求に係る保有個

人情報を保有していないときを含む。）は、開示

をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その

旨を書面により通知しなければならない。 

２ 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報の全

部を開示しないとき（第15条第３項の補正が正当

な理由なく行われないとき、前条の規定により開

示請求を拒否するとき、及び開示請求に係る保有

個人情報を保有していないときを含む。）は、開

示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、そ

の旨を書面により通知しなければならない。 

  

（開示請求に係る事案の移送） （開示請求に係る事案の移送） 

第22条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報

（情報提供等記録を除く。）が他の実施機関から

提供されたものであるときその他他の実施機関に

おいて開示決定等をすることにつき正当な理由が

あるときは、当該他の実施機関と協議の上、当該

他の実施機関に対し、事案を移送することができ

る。この場合においては、移送をした実施機関

は、開示請求者に対し、事案を移送した旨を書面

により通知しなければならない。 

第22条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報

が他の実施機関から提供されたものであるとき、

その他他の実施機関において開示決定等をするこ

とにつき正当な理由があるときは、当該他の実施

機関と協議の上、当該他の実施機関に対し、事案

を移送することができる。この場合においては、

移送をした実施機関は、開示請求者に対し、事案

を移送した旨を書面により通知しなければならな

い。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） （第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第23条 略  第23条 略  

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当すると

きは、開示決定に先立ち、当該第三者に対し、開

示請求に係る当該第三者に関する情報の内容その

他実施機関が定める事項を書面により通知して、

意見書を提出する機会を与えなければならない。

ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、

この限りでない。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当すると

きは、開示決定に先立ち、当該第三者に対し、開

示請求に係る当該第三者に関する情報の内容その

他規則で定める事項を書面により通知して、意見

書を提出する機会を与えなければならない。ただ

し、当該第三者の所在が判明しない場合は、この

限りでない。 

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出

の機会を与えられた第三者が当該第三者に関する

情報の開示に反対の意思を表示した意見書を提出

した場合において、開示決定をするときは、当該

決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも

２週間を置かなければならない。この場合におい

て、実施機関は、開示決定後直ちに当該意見書

（第37条及び第38条において「反対意見書」とい

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提出

の機会を与えられた第三者が当該第三者に関する

情報の開示に反対の意思を表示した意見書を提出

した場合において、開示決定をするときは、当該

決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも

２週間を置かなければならない。この場合におい

て、実施機関は、開示決定後直ちに当該意見書

（第37条、第38条において「反対意見書」とい
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う。）を提出した第三者に対し、開示決定をした

旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面に

より通知しなければならない。 

う。）を提出した第三者に対し、開示決定をした

旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面に

より通知しなければならない。 

  

（開示の実施） （開示の実施） 

第24条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報

が、文書又は図画に記録されているときは閲覧又

は写しの交付により、電磁的記録に記録されてい

るときはその種別、情報化の進展状況等を勘案し

て実施機関が定める方法により行う。ただし、閲

覧の方法による保有個人情報の開示にあっては、

実施機関は、当該保有個人情報に開示しない部分

があるとき、当該保有個人情報が記録されている

文書又は図面の保存に支障を生じるおそれがある

と認めるときその他正当な理由があるときは、そ

の写しにより、これを行うことができる。 

第24条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報

が、文書又は図画に記録されているときは閲覧又

は写しの交付により、電磁的記録に記録されてい

るときはその種別、情報化の進展状況等を勘案し

て規則で定める方法により行う。ただし、閲覧の

方法による保有個人情報の開示にあっては、実施

機関は、当該保有個人情報に開示しない部分があ

るとき、当該保有個人情報が記録されている文書

又は図面の保存に支障を生じるおそれがあると認

めるとき、その他正当な理由があるときは、その

写しにより、これを行うことができる。 

２ 略 ２ 略 

  

（開示請求の手続等の特例） （開示請求の手続等の特例） 

第24条の２ 実施機関があらかじめ定める個人情報

に係る開示請求は、第15条第１項の規定にかかわ

らず、口頭により行うことができる。 

第24条の２ 実施機関があらかじめ定める個人情報

の開示請求は、第15条第１項の規定にかかわら

ず、口頭により行うことができる。 

２ 実施機関は、前項の規定による開示請求があっ

たときは、第20条の規定にかかわらず、当該実施

機関が別に定めるところにより、保有個人情報を

開示するものとする。 

２ 実施機関は、前項の規定による開示請求があっ

たときは、第20条の規定にかかわらず、当該実施

機関が別に定めるところにより、個人情報を開示

するものとする。 

  

（費用負担） （費用負担） 

第25条 略 第25条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、経済的

困難その他特別の理由があると認めるときは、保

有特定個人情報の写しの作成及び送付に要する費

用を減額し、又は免除することができる。 

 

  

（訂正請求の手続） （訂正請求の手続） 

第27条 訂正請求をしようとする者は、次に掲げる

事項を記載した書面（以下「訂正請求書」とい

う。）を実施機関に提出しなければならない。 

第27条 訂正請求をしようとする者は、次に掲げる

事項を記載した書面（以下「訂正請求書」とい

う。）を実施機関に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) その他実施機関が定める事項 (４) その他規則で定める事項 

２ 訂正請求をしようとする者は、実施機関が定め

るところにより、訂正請求に係る保有個人情報の

本人であること（前条第２項の規定による訂正請

求にあっては、訂正請求に係る保有個人情報の本

人の法定代理人であること）を証明するために必

要な書類を実施機関に提示し、又は提出しなけれ

ばならない。 

２ 訂正請求をしようとする者は、規則で定めると

ころにより、訂正請求に係る保有個人情報の本人

であること（前条第２項の規定による訂正請求に

あっては、訂正請求に係る保有個人情報の本人の

法定代理人であること）を証明するために必要な

書類を実施機関に提示し、又は提出しなければな

らない。 

３ 略 ３ 略 

  

（訂正請求に係る事案の移送） （訂正請求に係る事案の移送） 
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第31条 実施機関は、訂正請求に係る保有個人情報

（情報提供等記録を除く。）が第22条第３項の規

定に基づく開示に係るものであるときその他他の

実施機関において訂正決定等をすることにつき正

当な理由があるときは、当該他の実施機関と協議

の上、当該他の実施機関に対し、事案を移送する

ことができる。この場合においては、移送をした

実施機関は、訂正請求者に対し、事案を移送した

旨を書面により通知しなければならない。 

第31条 実施機関は、訂正請求に係る保有個人情報

が第22条第３項の規定に基づく開示に係るもので

あるとき、その他他の実施機関において訂正決定

等をすることにつき正当な理由があるときは、当

該他の実施機関と協議の上、当該他の実施機関に

対し、事案を移送することができる。この場合に

おいては、移送をした実施機関は、訂正請求者に

対し、事案を移送した旨を書面により通知しなけ

ればならない。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

（保有個人情報の提供先への通知）  

第31条の２ 実施機関は、第29条第１項の規定によ

り保有個人情報の訂正をした場合において、必要

があると認めるときは、当該保有個人情報の提供

先（情報提供等記録にあっては、総務大臣及び番

号法第19条第７号に規定する情報照会者又は情報

提供者（当該訂正に係る情報提供等記録に記録さ

れた者であって、当該実施機関以外のものに限

る。））に対し、遅滞なく、その旨を通知するも

のとする。 

 

  

（利用停止の請求） （利用停止の請求） 

第32条 何人も、第24条第１項の規定により開示を

受けた自己を本人とする保有個人情報（情報提供

等記録を除く。）が次の各号のいずれかに該当す

ると思料するときは、この条例の定めるところに

より、当該保有個人情報を保有する実施機関に対

し、当該各号に定める措置を請求することができ

る。 

第32条 何人も、第24条第１項の規定により開示を

受けた自己を本人とする保有個人情報が次の各号

のいずれかに該当すると思料するときは、この条

例の定めるところにより、当該保有個人情報を保

有する実施機関に対し、当該各号に定める措置を

請求することができる。 

(１) 第６条の規定に違反して収集されたもので

あるとき、第７条並びに第７条の２第１項及び

第２項の規定に違反して利用されているとき、

番号法第20条の規定に違反して収集され、若し

くは保管されているとき又は番号法第28条の規

定に違反して作成された特定個人情報ファイル

（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報

ファイルをいう。）に記録されているとき 当

該保有個人情報の利用の停止又は消去 

(１) 第６条の規定に違反して収集されたもので

あるとき、又は第７条の規定に違反して利用さ

れているとき 当該保有個人情報の利用の停止

又は消去 

(２) 第７条又は番号法第19条の規定に違反して

提供されているとき 当該保有個人情報の提供

の停止 

(２) 第７条の規定に違反して提供されていると

き 当該保有個人情報の提供の停止 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

（利用停止請求の手続） （利用停止請求の手続） 

第33条 略 第33条 略 

２ 利用停止請求をしようとする者は、実施機関が

定めるところにより、利用停止請求に係る保有個

人情報の本人であること（前条第２項の規定によ

る利用停止請求にあっては、利用停止請求に係る

保有個人情報の本人の法定代理人であること）を

２ 利用停止請求をしようとする者は、規則で定め

るところにより、利用停止請求に係る保有個人情

報の本人であること（前条第２項の規定による利

用停止請求にあっては、利用停止請求に係る保有

個人情報の本人の法定代理人であること）を証明

13



証明するために必要な書類を実施機関に提示し、

又は提出しなければならない。 

するために必要な書類を実施機関に提示し、又は

提出しなければならない。 

３ 略 ３ 略 

  

第45条 実施機関の職員若しくは職員であった者、

第11条第２項の業務に従事している者若しくは従

事していた者又は指定管理者の管理する施設の業

務に従事している者若しくは従事していた者が、

正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項

が記録された第２条第７号アに係る個人情報ファ

イル（その全部又は一部を複製し、又は加工した

ものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲

役又は100万円以下の罰金に処する。 

第45条 実施機関の職員若しくは職員であった者、

第11条第２項の業務に従事している者若しくは従

事していた者又は指定管理者の管理する施設の業

務に従事している者若しくは従事していた者が、

正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項

が記録された第２条第４号アに係る個人情報ファ

イル（その全部又は一部を複製し、又は加工した

ものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲

役又は100万円以下の罰金に処する。 

  

 

附 則 

 この条例は、平成27年10月５日から施行する。ただし、第２条に第６号を加える改正並びに第７条の２

第２項、第22条、第31条、第31条の２及び第32条の改正（情報提供等記録に関する部分に限る。）は、番

号法附則第１条第５号に規定する政令で定める日から施行する。 
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議案第６８号 

 

倉吉市手数料条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市手数料条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市手数料条例の一部を改正する条例 

 

第１条 倉吉市手数料条例（平成12年倉吉市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

 

改正後 改正前 

  

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

  事務 名称 手数料の額   事務 名称 手数料の額

 １～10 略  １～10 略 

 11 住民基本台帳法第12条第

１項又は同法第12条の３

第１項、第２項若しくは

第８項の規定に基づく住

民票記載事項の証明 

住民票

記載事

項証明

手数料 

１件につき

 300円 

 11 住民基本台帳法第12条第

１項又は同法第12条の３

第１項、第２項若しくは

第８項の規定に基づく住

民票記載事項の証明 

住民票

記載事

項証明

手数料 

１件につき

 300円 

 11

の

２ 

行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

の規定による通知カード

及び個人番号カード並び

に情報提供ネットワーク

システムによる特定個人

情報の提供等に関する省

令（平成26年総務省令第

85号）第11条第３項に規

定する通知カードの再交

付（通知カードの追記欄

の余白がなくなったとき

その他の再交付がやむを

得ないものとして市長が

認める場合を除く。） 

通知カ

ードの

再交付

手数料 

１枚につき

 500円 

     

 11

の

３ 

略  11

の

２

略 

 12～37 略  12～37 略 

      

 

第２条 倉吉市手数料条例の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄

中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後

部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。 

 

改正後 改正前 

  

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

  事務 名称 手数料の

額 

  事務 名称 手数料の額

 １～11 略   １～11 略 
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 11

の

２ 

行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

の規定による通知カード

及び個人番号カード並び

に情報提供ネットワーク

システムによる特定個人

情報の提供等に関する省

令（平成26年総務省令第

85号。以下「番号法総務

省令」という。）第11条

第３項に規定する通知カ

ードの再交付（通知カー

ドの追記欄の余白がなく

なったときその他の再交

付がやむを得ないものと

して市長が認める場合を

除く。） 

通知カ

ードの

再交付

手数料 

１ 枚 に つ

き 500円

  11

の

２

行政手続における特定の

個人を識別するための番

号の利用等に関する法律

の規定による通知カード

及び個人番号カード並び

に情報提供ネットワーク

システムによる特定個人

情報の提供等に関する省

令（平成26年総務省令第

85号）第11条第３項に規

定する通知カードの再交

付（通知カードの追記欄

の余白がなくなったとき

その他の再交付がやむを

得ないものとして市長が

認める場合を除く。） 

通知カ

ードの

再交付

手数料 

１枚につ

き 500円

 11

の

３ 

番号法総務省令第28条第

１項に規定する個人番号

カードの再交付（個人番

号カードの追記欄の余白

がなくなったときその他

の再交付がやむを得ない

ものとして市長が認める

場合を除く。） 

個人番

号カー

ドの再

交付手

数料 

１ 枚 に つ

き 800円

  11

の

３

住民基本台帳法第30条の

44第１項の規定に基づく

住民基本台帳カードの交

付又は住民基本台帳法施

行令（昭和42年政令第292

号）第30条の18第１項の

規定に基づく住民基本台

帳カードの再交付 

住民基

本台帳

カード

の交付

手数料

又は再

交付手

数料 

１枚につ

き 500円

 12～37 略  12～37 略 

       

 

附 則 

 この条例は、平成27年10月５日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成28年１月１日から施行す

る。 
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議案第６９号 

 

倉吉市特別医療費助成条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市特別医療費助成条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市特別医療費助成条例の一部を改正する条例 

 

 倉吉市特別医療費助成条例（昭和48年倉吉市条例第42号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「削除条項」という。）を削り、

同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「追加条項」という。）を加える。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（削除条項を除く。以下「改正部分」という。）に対応する

同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（追加条項を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場

合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、

当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。 

 次の表の改正前の欄中太線で囲まれた表を削り、次の表の改正後の欄中太線で囲まれた表を加える。 

 

改正後 改正前 

  

（定義） （定義） 

第２条 この条例において「医療費受給者」とは、

別表に掲げる者（生活保護法（昭和25年法律第144

号）による保護又は中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第30号）による支援給付（以下「支援給付」と

いう。）を受けている者並びに同表第７号から第

９号までに掲げる者で高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和57年法律第80号）第64条の規定によ

る療養の給付を受ける者及び次項第１号から第６

号までに規定する法律の規定による高齢受給者証

を交付されている者を除く。以下同じ。）であっ

て次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

第２条 この条例において「医療費受給者」とは、

別表に掲げる者（生活保護法（昭和25年法律第144

号）による保護（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第30号）第14条第１項に規定する支援給付（以下

「支援給付」という。）を含む。以下同じ。）を

受けている者並びに同表第７号から第９号までに

掲げる者で高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和57年法律第80号）第64条の規定による療養の給

付を受けるもの及び次項第１号から第６号までに

規定する法律の規定による高齢受給者証を交付さ

れているものを除く。以下同じ。）であって次の

各号のいずれかに該当するものをいう。 

(１) 市内に住所を有する者（国民健康保険法（昭

和33年法律第192号）第116条の２第１項又は第

２項の規定により、同項に規定する他の市町村

が行う国民健康保険の被保険者とされる者及び

高齢者の医療の確保に関する法律第55条第１項

の規定により、同項に規定する他の後期高齢者

医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者

とされる者を除く。） 

(１) 市内に住所を有する者（国民健康保険法（昭

和33年法律第192号）第116条の２第１項の規定

により、同項に規定する他の市町村が行う国民

健康保険の被保険者とされる者及び高齢者の医

療の確保に関する法律第55条第１項の規定によ

り、同項に規定する他の後期高齢者医療広域連

合が行う後期高齢者医療の被保険者とされる者

を除く。） 

(２) 国民健康保険法第116条及び第116条の２第

１項又は第２項の規定により、市が行う国民健

康保険の被保険者とされる者 

(２) 国民健康保険法第116条の２第１項又は第

２項の規定により、市が行う国民健康保険の被

保険者とされる者 

(３) 略 (３) 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

  

（助成） （助成） 

第３条 市は、医療費受給者の医療に要する費用の

うち、社会保険各法その他の法令（介護保険法及

びこれに基づく命令を除く。以下この項において

「社会保険各法等」という。）の規定により被保

険者等が負担することとなる費用（社会保険各法

に規定する附加給付金として支給される給付金が

あるときは、当該給付金の額に相当する額を控除

するものとし、入院時の生活療養に係る費用及び

第３条 市は、医療費受給者の療養又は医療に要す

る費用のうち、社会保険各法その他の法令（介護

保険法及びこれに基づく命令を除く。以下この項

において「社会保険各法等」という。）の規定に

より被保険者等が負担することとなる費用（社会

保険各法に規定する附加給付金として支給される

給付金があるときは、当該給付金の額に相当する

額を控除するものとし、入院時の生活療養に係る
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入院時の食事療養に係る費用並びに社会保険各法

等以外の要綱、要領等の規定により、国又は地方

公共団体の負担による医療に関する給付が行われ

る場合にあっては、当該給付の額に相当する額を

除く。以下「医療費」という。）について助成す

るものとする。 

費用及び入院時の食事療養に係る費用並びに社会

保険各法等以外の要綱、要領等の規定により、国

又は地方公共団体の負担による医療に関する給付

が行われる場合にあっては、当該給付の額に相当

する額を除く。以下「医療費」という。）につい

て助成するものとする。 

２ 前項の規定による助成の額は、次のとおりとす

る。 

２ 前項の規定による助成の額は、次のとおりとす

る。 

(１) 別表第１号から第３号までに掲げる者のう

ち、次のいずれかに該当するもの（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合

支援法」という。）第５条第22項に規定する自

立支援医療（以下「自立支援医療」という。）

の対象となることが明らかであるにもかかわら

ず、同法第53条第１項の申請をしない者（以下

「自立支援医療未申請者」という。）を除く。）

にあっては、医療費の全額 

(１) 別表第１号から第３号までに掲げる者のう

ち、次のいずれかに該当するもの（障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成17年法律第123号）第５条第22項に規

定する自立支援医療の対象となることが明らか

であるにもかかわらず、同法第53条第１項の申

請をしない者（以下「自立支援医療未申請者」

という。）を除く。）にあっては、医療費の全

額 

ア その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員

が当該医療を受ける日の属する年度（当該医

療を受ける日の属する月が４月から７月まで

の場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭

和25年法律第226号）の規定による市町村民税

（同法第328条の規定によって課する所得割

を除く。以下同じ。）が課せられていない者

又は市町村の条例で定めるところにより当該

市町村民税を免除された者（当該市町村民税

の賦課期日において同法の施行地に住所を有

していない者を除く。次号において「市町村

民税世帯非課税者」という。） 

ア その属する世帯の世帯主及びすべての世帯

員が当該療養又は医療を受ける日の属する年

度（当該療養又は医療を受ける日の属する月

が４月から７月までの場合にあっては、前年

度）分の地方税法（昭和25年法律第226号）の

規定による市町村民税（同法第328条の規定に

よって課する所得割を除く。以下この項、次

項及び第７項において同じ。）が課せられて

いない者又は市町村の条例で定めるところに

より当該市町村民税を免除された者（当該市

町村民税の賦課期日において同法の施行地に

住所を有していない者を除く。第７項におい

て同じ。）であるもの（次号において「市町

村民税世帯非課税者」という。） 

イ 境界層該当者（生活保護法による保護又は

支援給付を必要とする状態にある者であっ

て、社会保険各法、介護保険法その他の法令

の規定による被保険者等負担金、介護保険料

等の軽減措置を適用したならば生活保護法に

よる保護又は支援給付を必要としない状態と

なるもののうち、当該者に該当することを証

する書類を福祉事務所長から交付されたもの

をいう。次号において同じ。） 

イ 境界層該当者（生活保護法第６条第２項に

規定する要保護者（中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律第14条第４項の規定によりその例に

よることとされる生活保護法第６条第２項の

規定による現に支援給付を受けているといな

いとにかかわらず、支援給付を必要とする状

態にある者を含む。）であって、社会保険各

法その他の法令の規定による医療給付に係る

自己負担、食事の提供若しくは居住等に要す

る費用の自己負担、福祉サービスその他のサ

ービスに係る利用者負担又は介護保険の保険

料についての軽減措置を適用したならば保護

を必要としない状態となるもののうち、当該

者に該当する旨の証明書（社会保険各法の規

定による場合にあっては、当該者に該当する

ことが記載された保護申請却下通知書又は保

護廃止決定通知書（支援給付の場合にあって

は、これらに準ずる書類))を福祉事務所長か
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ら交付されたものをいう。） 

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略 

(４) 別表第７号に掲げる者にあっては、医療費

（障害者総合支援法第58条第１項に規定する指

定自立支援医療に要する費用に限る。）から一

部負担金の額に相当する額を控除した額 

(４) 別表第７号に掲げる者にあっては、医療費

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第58条第１項に規定する指定

自立支援医療に要する費用に限る。）から一部

負担金の額に相当する額を控除した額 

(５) 略 (５) 略 

 ３ 前項第２号の一部負担金の額は、健康保険法第

63条第１項第１号から第５号までに掲げる給付を

受けた場合にあっては同条第３項第１号に規定す

る保険医療機関（以下「保険医療機関」という。）

ごとに、同法第88条第１項の訪問看護療養費の給

付を受けた場合にあっては同項に規定する訪問看

護事業を行う事業所（以下「訪問看護ステーショ

ン」という。）ごとに、それぞれ１月につき同法

第76条第２項及び第３項又は同法第88条第４項の

規定により算定された額に100分の10を乗じて得

た額（その額に５円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨て、５円以上10円未満の端数があると

きは、これを10円に切り上げた額）とし、当該額

が次の表の対象者の区分に応じ同表の月額負担上

限額の欄に定める額を超える場合にあっては当該

月額負担上限額とする。この場合において、医療

を受けた者が障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行令（平成18年政令

第10号）第35条第１号に規定する高額治療継続者

に該当するときは、当該者の支給認定を受けた自

立支援医療の種類に係るものの一部負担金の額

は、０円とする。 

  
対象者 

月額負担上限額 

  入院の場合 入院以外の場合

  ア 市町村民税

が課せられて

いない者 

5,000円 1,000円

  イ ア以外の者 10,000円 2,000円

 ４ 第２項第３号から第５号までの一部負担金の額

は、次の各号に掲げる給付の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

 (１) 健康保険法第63条第１項第１号から第４号

までに掲げる給付（同項第５号に掲げる給付に

伴うものを除く。） 保険医療機関ごとに１日

につき530円 

 (２) 健康保険法第63条第１項第５号に掲げる給

付 保険医療機関ごとに１日につき1,200円 

 ５ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場

合における当該各号に定める給付に係る第２項第

３号から第５号までの一部負担金の額は、０円と

する。 

 (１) 同一の月に同一の保険医療機関において前
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項第１号に掲げる給付を５回以上受けたとき

５回目以降の同号に掲げる給付 

 (２) 所得が低額であることその他の事情をしん

酌して規則で定める者（第７項の規定の適用を

受ける者を除く。）が同一の月に同一の保険医

療機関において前項第２号に掲げる給付を16日

以上受けたとき 16日目以降の同号に掲げる給

付 

 ６ 社会保険各法の規定により健康保険法施行令

（大正15年勅令第243号）第41条第９項に規定する

厚生労働大臣が定める疾病に係る認定を受けてい

る者が、同一の月に同一の保険医療機関において

受けた当該疾病に係る第４項第２号の給付に係る

一部負担金の額は、前２項及び次項の規定にかか

わらず、１月につき１万円（同令第42条第９項第

２号に該当する者にあっては、２万円）を上限と

する。 

 ７ 別表第４号及び第５号に掲げる者のうち、国民

年金法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第

34号）附則第32条第１項の規定によりなお従前の

例によるものとされた同法第１条の規定による改

正前の国民年金法（昭和34年法律第141号）に基づ

く老齢福祉年金（その全額につき支給が停止され

ているものを除く。）の受給権を有し、かつ、そ

の属する世帯の生計を主として維持する者が当該

療養又は医療を受ける日の属する年度（当該療養

又は医療を受ける日の属する月が４月から６月ま

での場合にあっては、前年度）分の地方税法の規

定による市町村民税が課せられていないもの又は

市町村の条例で定めるところにより当該市町村民

税を免除されたものに該当する場合には、第４項

第２号の一部負担金の額は、同号の規定にかかわ

らず、保険医療機関ごとに１日につき500円とす

る。 

 ８ 第４項第１号の一部負担金の額は、療養又は医

療を受ける者が保険医療機関から受けた給付にあ

っては、健康保険法第76条第２項又は第３項の規

定により算定した額に社会保険各法に定める被保

険者負担割合を乗じて得た額（その額に５円未満

の端数があるときは、これを切り捨て、５円以上

10円未満の端数があるときは、これを10円に切り

上げた額とする。）を上限とする。 

 ９ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う

保険医療機関は、第３項（健康保険法第63条第１

項第１号から第４号までの給付に係る部分に限

る。）、第４項第１号、第５項第１号及び前項の

規定の適用については、歯科診療及び歯科診療以

外の診療ごとに、それぞれ別個の保険医療機関と

みなす。 

  

（一部負担金）  
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第３条の２ 前条第２項第２号の一部負担金の額

は、健康保険法第63条第３項第１号に規定する保

険医療機関（以下「保険医療機関」という。）又

は同法第88条第１項に規定する訪問看護事業を行

う事業所（以下「訪問看護ステーション」という。）

ごとに、それぞれ１月につき、同法第76条第２項

及び第３項又は第88条第４項及び第５項の規定に

より算定された額（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律施行令（平成18

年政令第10号）第35条第１号に規定する高額治療

継続者にあっては、その者が障害者総合支援法第

52条の支給認定を受けた自立支援医療の種類に係

るものを除く。）に100分の10を乗じて得た額（そ

の額に、５円未満の端数があるときはこれを切り

捨て、５円以上10円未満の端数があるときはこれ

を10円に切り上げた額とする。）とする。 

 

２ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関又は訪

問看護ステーションごとに、それぞれ１月につき、

次の表の左欄に掲げる区分に応じ同表の右欄に定

める額を上限とする。 

 

 医療を受ける者の

区分 

一部負担金上限額   

健康保険法

第63条第１

項第５号に

掲げる給付

(以下「入院

給付」とい

う。)の場合 

健康保険法第

63条第１項第

１号から第４

号までに掲げ

る給付(同項第

５号に掲げる

給付に伴うも

のを除く。以下

「外来給付」と

いう。)又は同

法第88条第1項

の訪問看護療

養費の給付の

場合 

  

 ア 当該医療を受

ける日の属する

年度（当該医療を

受ける日の属す

る月が４月から

７月までの場合

にあっては、前年

度）分の地方税法

の規定による市

町村民税が課さ

れていない者又

は市町村の条例

で定めるところ

により当該市町

村民税を免除さ

5,000円 1,000円   
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れた者(当該市町

村民税の賦課期

日において同法

の施行地に住所

を有していない

者を除く。) 

 イ ア以外の者 10,000円 2,000円   

３ 前条第２項第３号から第５号までの一部負担金

の額は、保険医療機関ごとに、入院給付にあって

は、健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）第

43条第１項第１号ホ又は第２号ハ若しくはニの規

定による認定を受けている者その他の規則で定め

る者（第５項に規定する者を除く。）が、同一の

月に同一の保険医療機関において入院給付を16日

以上受けたときの16日目以降の入院給付を除き１

日につき1,200円、外来給付にあっては、同一の月

に同一の保険医療機関において外来給付を５回以

上受けたときの５回目以降の外来給付を除き１日

につき530円とする。 

 

４ 前項の一部負担金の額は、保険医療機関ごとに、

外来給付にあっては健康保険法第76条第２項又は

第３項の規定により算定した額に社会保険各法に

定める被保険者負担割合を乗じて得た額（その額

に、５円未満の端数があるときはこれを切り捨て、

５円以上10円未満の端数があるときはこれを10円

に切り上げた額とする。）を、健康保険法施行令

第41条第９項に規定する厚生労働大臣が定める疾

病に係る社会保険各法の規定による認定を受けて

いる者が受けた入院給付にあっては１月につき１

万円（同令第42条第９項第２号に該当する者にあ

っては、２万円）を上限とする。 

 

５ 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年

法律第34号）附則第32条第１項の規定によりなお

従前の例によるものとされた同法第１条の規定に

よる改正前の国民年金法（昭和34年法律第141号）

に基づく老齢福祉年金（その全額につき支給が停

止されているものを除く。）の受給権を有し、か

つ、その属する世帯の生計を主として維持する者

で、当該医療を受ける日の属する年度（当該医療

を受ける日の属する月が４月から６月までの場合

にあっては、前年度）分の地方税法の規定による

市町村民税が課されていないもの又は市町村の条

例で定めるところにより当該市町村民税を免除さ

れたもの（当該市町村民税の賦課期日において地

方税法の施行地に住所を有していない者を除く。）

に対する第３項の規定の適用については、同項中

「1,200円」とあるのは、「500円」とする。 

 

６ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う

保険医療機関は、第１項から第４項までの規定（外

来給付に係る部分に限る。）の適用については、

歯科診療及び歯科診療以外の診療ごとに、それぞ
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れ別個の保険医療機関とみなす。 

  

（助成の方法） （助成の方法） 

第４条 医療費の助成は、医療を受けた保険医療機

関若しくは訪問看護ステーション（別表第１号か

ら第３号までに掲げる者が医療を受けた場合に限

る。）又は健康保険法第63条第３項第１号に規定

する保険薬局（以下「医療機関等」という。）に

支払うことによって行う。 

第４条 医療費の助成は、療養又は医療を受けた保

険医療機関若しくは訪問看護ステーション（別表

第１号から第３号までに掲げる者が療養又は医療

を受けた場合に限る。）又は健康保険法第63条第

３項第１号に規定する保険薬局（以下「医療機関

等」という。）に支払うことによって行う。 

２ 前項の支払いを受けようとする医療機関等は、

社会保険各法による医療の給付に関する費用の請

求の例により請求するものとする。 

２ 前項の支払いを受けようとする医療機関等は、

社会保険各法による療養又は医療の給付に関する

費用の請求の例により請求するものとする。 

３ 鳥取県外の医療機関等において医療を受けた場

合その他の場合において、被保険者等が医療費を

支払ったときにおける当該支払った医療費の助成

は、前２項の規定にかかわらず、被保険者等に支

払うことによって行う。 

３ 鳥取県外の医療機関等において療養又は医療を

受けた場合その他の場合において、被保険者等が

医療費を支払ったときにおける当該支払った医療

費の助成は、第１項の規定にかかわらず、被保険

者等に支払うことによって行う。 

４及び５ 略 ４及び５ 略 

  

（一部負担金の額に相当する額の支払方法） （一部負担金の額に相当する額の支払方法） 

第５条 前条第１項に規定する方法により医療費の

助成を受ける被保険者等（第３条第２項第１号に

規定する者を除く。）は、医療を受ける際、それ

ぞれ第３条に規定する一部負担金の額に相当する

額を、医療機関等（前条第１項に規定する保険薬

局を除く。）に支払わなければならない。 

第５条 前条第１項に規定する方法により医療費の

助成を受ける被保険者等（第３条第２項第１号に

規定する者を除く。）は、療養又は医療を受ける

際、それぞれ第３条に規定する一部負担金の額に

相当する額を、医療機関等（前条第１項に規定す

る保険薬局を除く。）に支払わなければならない。

  

（受給資格証の提示） （受給資格証の提示） 

第７条 医療費受給者（別表第７号から第９号まで

に掲げる者を除く。）は、医療を受けようとする

ときは、当該医療を受ける医療機関等に受給資格

証を提示しなければならない。 

第７条 医療費受給者（別表第７号から第９号まで

に掲げる者を除く。）は、療養又は医療を受けよ

うとするときは、当該療養又は医療を受ける医療

機関等に受給資格証を提示しなければならない。

  

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係） 

１ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第

15条第４項の規定により交付を受けた身体障害

者手帳（以下「身体障害者手帳」という。）に

身体上の障がいの程度が１級又は２級である者

として記載されている者であって、前年（当該

医療を受ける日の属する月が１月から７月まで

の場合にあっては、前々年。次号及び第３号に

おいて同じ。）の所得の額（地方税法第32条第

１項に規定する総所得金額、退職所得金額及び

山林所得金額、同法附則第33条の３第１項に規

定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附

則第34条第１項に規定する長期譲渡所得の金

額、同法附則第35条第1項に規定する短期譲渡所

得の金額、同法附則第35条の４第１項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額、租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律（昭和44年法律第46号）

１ 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第

15条第４項の規定により交付を受けた身体障害

者手帳（以下「身体障害者手帳」という。）に

身体上の障がいの程度が１級又は２級である者

として記載されている者であって、前年の所得

（当該療養又は医療を受ける日の属する月が１

月から７月までの場合にあっては、前々年の所

得。次号及び第３号において同じ。）の額（規

則で定める者にあっては、当該所得の額から規

則で定める額を控除した額。以下同じ。）が、

その者の所得税法（昭和40年法律第33号）に規

定する控除対象配偶者及び扶養親族（以下「扶

養親族等」という。）の有無及び数に応じて、

次の表に定める基準額に満たないもの 
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第３条の２の２第４項に規定する条約適用利子

等の額並びに同条第６項に規定する条約適用配

当等の額の合計額（規則で定める者にあっては、

当該合計額から規則で定める額を控除した額)

をいう。次号及び第３号において同じ。）が、

その者の所得税法（昭和40年法律第33号）に規

定する控除対象配偶者及び扶養親族(以下「扶養

親族等」という。)の有無及び数に応じて、次の

表に定める基準額に満たないもの 

 略 
 

 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法

律第129号）第６条第１項に規定する配偶者のな

い女子又は同条第２項に規定する配偶者のない

男子で現に18歳に達する日以後の最初の３月31

日までの間にある児童を扶養している者のうち

前年（当該医療を受ける日の属する月が１月か

ら６月までの場合にあっては、前々年。以下同

じ。）の所得について、所得税法その他の所得税

に関する法令の規定により所得税が課せられて

いないもの（前年の所得について、所得税法等

の一部を改正する法律（平成22年法律第６号）

第１条の規定による改正前の所得税法第２条第

１項及び第84条第１項の規定を適用したならば

所得税が課されないものを含む。） 

５ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法

律第129号）第６条第１項に規定する配偶者のな

い女子又は同条第２項に規定する配偶者のない

男子で現に児童（18歳に達する日以後の最初の

３月31日までの間にある者をいう。以下同じ。）

を扶養している者のうち前年の所得（当該療養

又は医療を受ける日の属する月が１月から６月

までの場合にあっては、前々年の所得）につい

て、所得税法その他の所得税に関する法令の規

定により所得税が課せられていないもの（前年

の所得について、所得税法等の一部を改正する

法律（平成22年法律第６号）第１条の規定によ

る改正前の所得税法第２条第１項及び第84条第

１項の規定を適用したならば所得税が課されな

いものを含む。）並びにこれらの者が扶養して

いる児童 

６ 18歳に達する日以後の最初の３月31日までの

間にある者 

６ 15歳に達する日以後の最初の３月31日までの

間にある者 

７ 障害者総合支援法第54条第１項に規定する自

立支援医療（障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律施行令第１条の２

第３号に規定する精神通院医療に係るものに限

る。）の支給認定を受けている者（第３号に掲

げる者を除く。）のうち、規則で定めるもの 

７ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第54条第１項に規定する自立

支援医療（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行令第１条の２第

３号に規定する精神通院医療に係るものに限

る。）の支給認定を受けている者（第３号に掲

げる者を除く。）のうち、規則で定めるもの 

８～９ 略 ８～９ 略 

備考 略 備考 略 

  

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の倉吉市特別医療費助成条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成28年

４月１日（以下「施行日」という。）以後に受ける医療に係る医療費の助成について適用し、施行日前

に受けた医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に改正前の倉吉市特別医療費助成条例別表第６号の規定に基づく医療費受給者

である者で、引き続き新条例別表第６号の規定に該当するものは、施行日に新条例第６条に規定する申

請をしたものとみなす。 

（準備行為） 
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４ 医療費受給者に係る新条例第６条の規定による特別医療費受給資格証の申請及び交付その他の手続は、

この条例の施行日前においても行うことができる。 
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議案第７０号 

 

倉吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正するこ

とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決

を求める。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 倉吉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年倉吉市条例第22号）の一

部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同

表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 

改正後 改正前 

  

（職員） （職員） 

第29条 略 第29条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務する保健

師、看護師又は准看護師を、１人に限り、保育士

とみなすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務する保健師

又は看護師を、１人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

  

（職員） （職員） 

第31条 略 第31条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務する保健

師、看護師又は准看護師を、１人に限り、保育士

とみなすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務する保健師

又は看護師を、１人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

  

（職員） （職員） 

第44条 略 第44条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する

保健師、看護師又は准看護師を１人に限り、保育

士とみなすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する

保健師又は看護師を１人に限り、保育士とみなす

ことができる。 

  

（職員） （職員） 

第47条 略 第47条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する

保健師、看護師又は准看護師を、１人に限り、保

育士とみなすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たって

は、当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する

保健師又は看護師を、１人に限り、保育士とみな

すことができる。 

  

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第７１号 

 

倉吉市立小学校及び中学校設置条例及び倉吉市公民館条例の一部改正について 

 

次のとおり倉吉市立小学校及び中学校設置条例及び倉吉市公民館条例の一部を改正することについ

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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倉吉市立小学校及び中学校設置条例及び倉吉市公民館条例の一部を改正する条例 

 

（倉吉市立小学校及び中学校設置条例の一部改正） 

第１条 倉吉市立小学校及び中学校設置条例（昭和39年倉吉市条例第22号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削る。 

 

改正後 改正前 

  

（倉吉市立小学校の設置） （倉吉市立小学校の設置） 

第２条 倉吉市立小学校を次のとおり設置する。 第２条 倉吉市立小学校を次のとおり設置する。 

 名称 位置   名称 位置  

 略    略   

     倉吉市立山守小学校 倉吉市関金町堀  

  

 

（倉吉市公民館条例の一部改正） 

第２条 倉吉市公民館条例（昭和44年倉吉市条例第13号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。 

 

 

附 則 

 この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 

改正後 改正前 

  

（名称、位置及び主たる対象区域） （名称、位置及び主たる対象区域） 

第２条 公民館の名称、位置及び主たる対象区域は、

次のとおりとする。 

第２条 公民館の名称、位置及び主たる対象区域は、

次のとおりとする。 

 名称 位置 主たる対象区域 名称 位置 主たる対象区域

 略  略 

 倉吉市関

金公民館 

倉吉市関金町大鳥居 関金小学校区  倉吉市関

金公民館

倉吉市関金町大鳥居 関金・山守小学

校区 
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議案第７２号 

 

財産の処分について 

 

次のとおり財産を処分することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

の規定により、本市議会の議決を求める。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 

 

１ 財産の種類 

   土地 

 

２ 所在地   

   倉吉市大谷字中尾６３６番２１ 

   倉吉市大谷字中尾６３６番２２ 

   倉吉市大谷字中尾６３６番２３ 

   倉吉市大谷字中尾６３６番２４ 

倉吉市大谷字中尾６３６番２５ 

倉吉市大谷字中尾６３６番２６ 

倉吉市大谷字中尾６３６番２７ 

   倉吉市大谷字中尾６３６番２８ 

倉吉市大谷字中尾６３６番２９ 

倉吉市大谷字中尾６３６番３０ 

倉吉市大谷字中尾６３６番３１ 

倉吉市大谷字中尾６３６番３２ 

倉吉市大谷字中尾６３６番３７ 

倉吉市大谷字中尾６３６番３８ 

倉吉市大谷字中尾６３６番３９ 

倉吉市大谷字中尾６３７番２

 

３ 数量 

   ７，４０６．８９㎡ 

 

４ 処分価額 

   ９２，６８７，８８９円 

 

５ 処分の相手方 

鳥取県倉吉市駄経寺町３９０番地 

株式会社明治製作所 

取締役社長 齋木 憲久 

 

６ 処分の理由 

   工場用地 
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議案第７３号 

 

功労表彰について 

 

次のとおり功労表彰を行うことについて、倉吉市表彰条例（昭和５７年倉吉市条例第１６号）第６

条の規定により、本市議会の同意を求める。 

 

平成２７年８月３１日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 

 

 

１ 第３条第４号の規定による者 

 

   倉吉市下福田     中井 正直 

   東伯郡琴浦町赤碕   木村 啓子 

   倉吉市関金町泰久寺  竹田 秀紀 

   倉吉市秋喜      桑名 富雄 

   倉吉市西倉吉町    大石 一康 

 

２ 第３条第５号の規定による者 

 

   大阪市天王寺区    廣川  仁 

   東京都練馬区     大坂 弘道 

   大阪府寝屋川市    足羽 弘研 
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陳情第 １２ 号

憲法第９条を反故にする「集団的自衛権行使容認」の閣議決定の撤回を求め、

「安全保障関連法案」に反対する意見書提出について

１  提 出 者 足羽 佑太

２ 受理年月日 平成２７年 ６月２２日

別紙のとおり陳情書の提出があった。

平成２７年 ８月３１日

倉吉市議会議長  由 田  隆

陳1



陳2



陳3



陳4



 

陳情第 １３ 号 

 

   少人数学級の推進と義務教育費国庫負担制度２分の１復元をはかるための 

意見書提出について 

 

１  提 出 者   鳥取県教職員組合 

中部支部長 筏津孝行 

 

２  受理年月日   平成２７年 ７月２２日 

 

 別紙のとおり陳情書の提出があった。 

 

  平成２７年 ８月３１日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

陳5



陳6



陳7



A 



 

陳情第 １４ 号 

 

小鴨小学校増築に伴う工事設計図（案）の変更と敷地の拡幅について 

 

１  提 出 者   小鴨地区振興協議会 

会長 廣谷 啓一 ほか１名 

 

２  受理年月日   平成２７年 ８月 ５日 

 

 別紙のとおり陳情書の提出があった。 

 

  平成２７年 ８月３１日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

陳8



陳9



陳10



A 



 

陳情第 １５ 号 

 

外国人の扶養控除制度の見直しを求める意見書提出について 

 

１  提 出 者   小坪 慎也 

 

２  受理年月日   平成２７年 ８月１７日 

 

 別紙のとおり陳情書の提出があった。 

 

  平成２７年 ８月３１日 

 

             倉吉市議会議長  由 田  隆 

 

陳11



陳12



陳13



陳14
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